
除染作業等に従事する労働者の放射線障害防止に関する専門家検討会 

開催要綱 

（平成２４年４月６日一部改訂） 

1 趣旨 

平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電

所の事故により放出された放射性物質の除染等作業及び廃棄物等の収集等に従事

する労働者の放射線障害防止については、「東日本大震災により生じた放射性物質

により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則」

（以下「除染電離則」という。）を平成２４年１月１日より施行しているが、今後、

避難区域の線引きの変更等に伴い、除染特別地域等において、公的インフラ等の復

旧、製造業等の事業、病院・福祉施設等の事業、営農・営林、廃棄物の中間処理、

保守修繕、運送業務等が順次開始される見込みとなっており、これら業務に従事す

る労働者の放射線障害防止対策について検討を行う必要がある。 

このため、厚生労働省において、有識者の参集を求め、除染特別地域等における

インフラ復旧業務等に従事する労働者の放射線障害防止対策のあり方について検

討会を開催する。 

2 検討項目 

(1) 対象作業 

除染特別地域等における以下に掲げる事業に係る作業 

ア 公的インフラ等の災害復旧事業 

イ 雇用の維持・確保を図るための製造業等の事業 

ウ 病院、福祉施設、店舗等居住者を前提とした事業 

エ 営農、営林 

オ 廃棄物の処分の事業 

カ 保守修繕、運送、その他事業 

(2) 放射線障害防止対策の適用範囲と最適な対策の内容の検討 

ア 土壌掘削等、除染に類似する汚染物等を取り扱う作業 

イ 除染類似作業以外の屋外作業 

ウ 製造業等における屋内作業 

エ 汚染廃棄物の処分等施設内に放射線源がある作業 

3 構成 

(1) 本検討会は、厚生労働省労働基準局安全衛生部長が、別紙の参集者の参集を求

めて開催する。 

(2) 本検討会には座長を置き、座長は検討会の議事を整理する。 

(3) 本検討会の参集者は、必要に応じ追加することができる。 

(4) 本検討会は、参集者以外の者に出席を求めることができる。 

4 その他 

(1) 本検討会は、原則として公開する。ただし、個人情報、企業秘密等を取り扱う

などの場合においては、非公開にすることができる。 

(2) 本検討会の事務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課において行う。 
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